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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

完成工事高 (百万円) 57,263 59,283 60,081 56,783 53,696

経常利益 (百万円) 1,619 1,786 2,283 735 924

当期純利益 (百万円) 1,106 976 1,185 333 476

純資産額 (百万円) 23,941 25,344 25,125 24,503 24,812

総資産額 (百万円) 47,906 47,437 47,355 43,428 45,008

１株当たり純資産額 (円) 1,033.861,062.311,050.721,022.341,033.89

１株当たり当期純利益 (円) 46.73 42.57 52.42 14.74 21.12

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.0 50.6 50.2 53.1 51.8

自己資本利益率 (％) 4.8 4.1 5.0 1.4 2.1

株価収益率 (倍) 16.0 14.6 8.5 25.8 17.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,282 2,466 1,125 803 260

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,504 △1,403 △1,192 △ 12 △ 720

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,116 △1,024 △836 △ 1,303 1,514

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 3,036 3,075 2,171 1,658 2,713

従業員数 (人) 1,412 1,437 1,431 1,417 1,389

(注) １　完成工事高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３　純資産額の算定にあたり、第62期連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用している。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

完成工事高 (百万円) 48,526 50,934 50,864 47,850 44,806

経常利益 (百万円) 1,409 1,495 2,072 478 650

当期純利益 (百万円) 1,033 882 1,135 271 406

資本金 (百万円) 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

発行済株式総数 (千株) 23,138 23,138 23,138 23,138 23,138

純資産額 (百万円) 22,205 22,208 21,931 21,237 21,396

総資産額 (百万円) 39,443 38,439 38,334 34,717 33,558

１株当たり純資産額 (円) 958.96 982.14 970.29 941.19 948.51

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円) 　　　　　15 　　　　　15 　　　　　18 　　　　　15 15

(円) (5) (5) (5) (5) (5)

１株当たり当期純利益 (円) 43.74 38.50 50.24 12.04 18.03

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.3 57.8 57.2 61.2 63.8

自己資本利益率 (％) 4.9 4.0 5.2 1.3 1.9

株価収益率 (倍) 17.1 16.1 8.8 31.6 20.3

配当性向 (％) 34.3 39.0 35.8 124.6 83.2

従業員数 (人) 1,153 1,126 1,144 1,128 1,096

(注) １　完成工事高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３　第63期の１株当たりの配当額18円には、創立60周年記念配当３円を含んでいる。
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２ 【沿革】

昭和22年７月

 

福岡市に無線施設建設及び保守を目的として、資本金195千円にて西部電気通信工業株式会

社を設立。

昭和23年８月

 

本社を熊本市薬園町に移転、社名を西部電気工業株式会社に変更。

営業種目に線路、土木、機械の電気通信工事を追加。

昭和26年１月 本社を熊本市坪井に移転。

昭和27年５月

 

日本電信電話公社による電気通信設備工事請負者資格審査制度が発足し、通信線路、土木、機

械、伝送無線がそれぞれ２級の資格認定を受ける。

昭和29年７月 通信線路、土木が(仮)１級の資格認定を受ける。

昭和32年７月 通信線路、土木が１級の資格認定を受ける。

昭和40年７月 子会社西部電設株式会社を設立(現・連結子会社)。

昭和41年７月 通信機械が１級の資格認定を受ける。

昭和44年８月 大日通信工業株式会社を子会社化(昭和46年７月12日福岡電通工業株式会社に商号変更)。

昭和49年１月 福岡証券取引所市場に株式を上場。

昭和53年12月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。

昭和56年９月 福岡証券取引所市場の貸借取引銘柄に選定される。

平成３年２月

 

日本電信電話株式会社による電気通信設備請負工事の通信設備総合工事・構内交換設備工

事の参加資格認定を受ける。

平成７年８月 大阪証券取引所市場第二部の信用取引銘柄に選定される。

平成８年５月 大阪証券取引所市場第二部の貸借取引銘柄に選定される。

平成８年８月

 

事業目的に次の業務を追加。

建物売買業、土地売買業、不動産代理業・仲介業、駐車場業

平成９年２月 日本電信電話株式会社による電気通信設備請負工事の工事競争参加資格を受ける。

平成10年６月

 

 

西部通信建設株式会社を子会社化(平成13年10月１日株式会社アジルテクノスに商号変更。

平成14年10月１日西部電設株式会社、福岡電通工業株式会社と、西部電設株式会社を存続会

社として合併)。

平成11年２月

 

公栄設備工業株式会社を子会社化。

ISO9001の認証を取得。

平成11年９月 大阪証券取引所市場第一部の銘柄に指定を受ける。

平成11年10月 日本電通株式会社と業務提携。

平成12年４月 株式会社エコモと平成13年４月１日を合併期日とする合併契約書に調印。

平成12年７月 東京都中央区に子会社「ひばりネットシステム株式会社」を設立。

平成13年４月

 

 

株式会社エコモと合併。

合併により、株式会社福和エンジニアリング、九州通信産業株式会社、株式会社福岡通信工材

製作所を子会社化。

平成13年５月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成14年10月

 

西部電設株式会社、福岡電通工業株式会社、株式会社アジルテクノスの３社は西部電設㈱を

存続会社として合併。

平成15年２月 ISO14001の認証を取得。

平成15年５月 九州電話運輸株式会社の株式を追加取得により子会社化。

平成15年８月 福岡市博多区に福岡本社を開設。熊本本社、福岡本社の二本社体制となる。

平成16年11月

 

情報セキュリティマネジメントシステム「国際資格（BS7799）と国内資格（ISMS）」認証

を同時取得。

平成18年11月 情報セキュリティマネジメントシステムをISO27001（国際標準規格）へ移行。

平成19年11月 東京証券取引所市場第一部の貸借取引銘柄に選定される。

平成22年２月 本社を福岡市に移転。二本社体制を廃止する。
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３ 【事業の内容】

当社グループは当社、子会社６社及び関連会社２社で構成され、主な事業内容と事業の種類別セグメント

との位置付けは、次のとおりである。

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分である。

（建設事業） 　

情報通信工事 光ファイバケーブル等の屋外工事・土木工事、ＩＰネットワーク工事、移動通信設備工事、

ＣＡＴＶ設備工事などの設計・施工・保守を行っている。

土木・設備工事 情報ボックス等の土木工事、電気・ガス・給排水等の管工事及び浄化設備・ごみ焼却設備

工事などの環境事業等の設計・施工・保守を行っている。

建設用資材販売 情報通信工事用資材・安全器工具の製造・販売を行っている。

（その他事業） 　

ネットワーク

ソリューション

ＬＡＮ／ＷＡＮ等のネットワークの構築、システム設計、アプリケーション・ソフト開発

等のほか、ホスティングサービス等を行っている。

運輸業等 貨物等の運送及び車両等のリースを行っている。

以上、述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。

　

　
(注)　非連結子会社及び関連会社は全て持分法非適用会社である。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

西部電設㈱
（注）１

熊本市 90
建設事業

（情報通信工事）
100.0 ―

当社発注の情報通信工事
の一部を施工
役員の兼務　１名

九州通信産業㈱
（注）１

熊本市 45
建設事業

（建設用資材販売）
51.4 ―

当社が建設用資材の一部
を購入
役員の兼務　１名

九州電話運輸㈱
 

福岡市
博多区

35
その他事業
（運輸業等）

50.7 ―
当社の輸送の一部を委託
役員の兼務　１名

(注) １　特定子会社に該当する。

２　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 954

その他事業 220

全社（共通） 215

合計 1,389

(注)　従業員数は就業人員数である。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,096 45.7 18.7 5,915,230

(注)１　従業員数は就業人員数である。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、九州情報通信設備建設労働組合に属し、上部団体は情報産業労働組合連合会であ

る。

平成22年３月末日現在の組合員は670人であり、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はな

い。なお、当社の連結子会社の労働組合の状況についても、特記すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

情報通信分野においては、既存の固定電話からＩＰ電話への移行が本格化するとともに、次世代

ネットワークの進展と多彩なブロードバンドサービスの展開により、今後も市場の拡大が期待され

ている。

　このような状況のもと、当社グループは、受注の確保・拡大、仕事の仕組みの変革等による生産性の

向上及び原価の低減を目指した各種業務改善施策の展開など継続的なコスト競争力の強化に取り組

んだ。

　しかしながら、当連結会計年度の業績は、当社グループの主要事業である情報通信工事の受注高は

増加したが、完成工事高が減少するとともに、土木・設備工事の受注高及び完成工事高が減少したこ

となどにより、受注高は565億８百万円（前期比102.9％）、完成工事高は536億９千６百万円（前期

比94.6％）となった。

　損益については、完成工事高が減少したが、各種業務改善施策の展開などにより、営業利益は７億４

千６百万円（前期比134.3％）、経常利益は９億２千４百万円（前期比125.8％）、当期純利益は４億

７千６百万円（前期比143.1％）となった。

　

　　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりである。

　　(建設事業)

    ① 情報通信工事

電柱更改工事の受注増により受注高は366億８千８百万円（前期比107.1％）となったが、完成

工事高については、移動体通信工事や通信ケーブル工事等の減少に伴い341億５千６百万円（前期

比95.7％）となった。

　　② 土木・設備工事

民間企業及び官公庁関係工事等依然として厳しい受注環境の中で、受注機会の拡大などの営業

活動を積極的に展開したが、大型案件の受注に結びつかず受注高は50億３千８百万円（前期比

70.5％）、完成工事高は56億１千３百万円（前期比72.7％）となった。

　　③ 建設用資材販売

情報通信建設分野における建設資材等の売上が減少したことにより、受注高・完成工事高とも

に53億７千１百万円（前期比97.9％）となった。

上記の結果、建設事業の受注高は470億９千８百万円（前期比100.4%）、完成工事高は451億４千

２百万円（前期比92.3%）、営業利益は21億２千９百万円（前期比91.3%）となった。

　

　　(その他事業)

　　④ ネットワークソリューション

自治体向けネットワーク構築等大型案件工事の受注が増加したことなどにより、受注高は60億

８千８百万円（前期比129.3％）、完成工事高は52億３千２百万円（前期比114.3％）となった。
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　　⑤ 運輸業等

官公庁向けのリース契約が増加したことなどにより受注高・完成工事高ともに33億２千１百万

円（前期比101.0％）となった。

上記の結果、その他事業の受注高は94億９百万円（前期比117.7%）、完成工事高は85億５千４百

万円（前期比108.7%）、営業利益は１億３千３百万円（前期は８千万円の営業損失）となった。

　

(注)　「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ10億５千４百万円増加し、当連結会計年度末残高は27億１千３百万円となった。

　

　　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、２億６千万円(前連結会計年度は８億３百万円の収入)となっ

た。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益10億１千７百万円、減価償却費11億６千６百万円、

未成工事支出金等の減少額14億７千４百万円、法人税等還付税額４億４千９百万円であり、支出の

主な内訳は、リース投資資産の増加額31億６百万円、退職給付引当金の減少額４億６千５百万円で

ある。

　

　　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、７億２千万円(前連結会計年度は１千２百万円の支出)となっ

た。これは、定期預金の払戻による収入６億８千万円に対して、定期預金の預入による支出９億８

千万円、有価証券の売却による収入15億円に対して、有価証券の取得による支出16億５千万円等、

支出が収入を上回ったことが主な要因である。

　

　　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は、15億１千４百万円(前連結会計年度は13億３百万円の支出)と

なった。これは、長期借入金の返済による支出16億２千３百万円、配当金の支払額３億３千８百万

円に対して、長期借入れによる収入33億３千５百万円が大きく上回ったことが要因である。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注高及び完成工事高

　

区分

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

前期繰越
受注高

建設事業

情報通信工事 6,747 64.4 5,315 61.8

土木・設備工事 3,043 29.0 2,466 28.7

建設用資材販売 ― ― ― ―

小計 9,791 93.4 7,781 90.5

その他
事業

ネットワークソ
リューション

686 6.6 813 9.5

運輸業等 ― ― ― ―

小計 686 6.6 813 9.5

合計 10,478 100.0 8,595 100.0

当期
受注高

建設事業

情報通信工事 34,271 62.4 36,688 64.9

土木・設備工事 7,147 13.0 5,038 8.9

建設用資材販売 5,486 10.0 5,371 9.5

小計 46,906 85.4 47,098 83.3

その他
事業

ネットワークソ
リューション

4,706 8.6 6,088 10.8

運輸業等 3,287 6.0 3,321 5.9

小計 7,994 14.6 9,409 16.7

合計 54,900 100.0 56,508 100.0

完成
工事高

建設事業

情報通信工事 35,703 62.9 34,156 63.6

土木・設備工事 7,724 13.6 5,613 10.5

建設用資材販売 5,486 9.6 5,371 10.0

小計 48,915 86.1 45,142 84.1

その他
事業

ネットワークソ
リューション

4,580 8.1 5,232 9.7

運輸業等 3,287 5.8 3,321 6.2

小計 7,867 13.9 8,554 15.9

合計 56,783 100.0 53,696 100.0

次期繰越
受注高

建設事業

情報通信工事 5,315 61.8 7,846 68.8

土木・設備工事 2,466 28.7 1,891 16.6

建設用資材販売 ― ― ― ―

小計 7,781 90.5 9,738 85.4

その他
事業

ネットワークソ
リューション

813 9.5 1,668 14.6

運輸業等 ― ― ― ―

小計 813 9.5 1,668 14.6

合計 8,595 100.0 11,406 100.0

(注)　セグメント間取引は相殺消去している。
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(2) 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先の完成工事高

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

西日本電信電話株式会社 25,941 45.6 26,196 48.8

　

３ 【対処すべき課題】

情報通信事業者間では、ブロードバンドサービスの拡大などにより、今後とも、サービス・価格面の熾烈

な競争の展開が予想され、通信建設事業者においても引き続き厳しい経営環境が想定される。

当社グループは、このような経営環境に対し、新たな事業の創出など事業領域の拡大による増収施策や原

価低減のための各種業務改善施策を展開することにより、収益構造の改善及び財務体質の強化に努めてい

く。

　

(株式会社の支配に関する基本方針)

(1) 基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続

的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えている。

昨今、わが国の資本市場においては、対象となる会社の経営陣と十分な協議や同意のプロセスを経る

ことなく、突如として大規模な株式等の買付を強行するといった事例が見受けられる。もとより、当社は

このような大規模な株式等の買付であっても株主の皆様や取引先、顧客、地域社会、使用人などのステー

クホルダーの利益に資するものであれば、一概にこれを否定するものではない。また、当社株式等に対す

る大規模な買付行為（以下、「大規模買付行為」という。）が行われた場合、買付提案に応じるか否か

は、最終的には当社株主の皆様自らの判断に委ねられるべきものであると考える。しかし、こういった大

規模買付行為の中には、会社や株主の皆様に提案内容を検討するための十分な情報や時間を与えないも

の、株主の皆様に株式等の売却を事実上強要する恐れがあるもの、買付提案の内容が株主共同の利益に

対する明らかな侵害をもたらすようなもの、会社本来の企業価値からみて買付条件が不十分・不適切な

ものなども出てくる恐れがあると考えている。 

当社は、このような濫用的な大規模買付行為に対しては必要かつ相当な対抗措置を講じることによ

り、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えている。

(2) 基本方針実現のための取組み

① 基本方針の実現に資する特別な取組み

(ア) 当社は1947年の設立以来半世紀を超えて、日進月歩で技術革新が進む情報通信分野において、安

全・高品質を第一義とし、最先端の技術力を駆使して情報通信設備の基盤整備、また、快適な生活

空間を創る設備工事、企業活動をサポートするネットワークソリューション事業、更には、太陽光

発電や水処理システム、ごみ燃料化施設など、地球環境を守る事業にも力を注いでいる。ＩＴ時代

の「総合エンジニアリング企業」として、常に新しい時代の変化に即応し、お客様のご要望と信頼

に応え得る技術と知識・営業力で地域社会に密着した活動を展開し、真にお客様のお役に立てる

企業となるように努めている。今後も、ブロードバンド化・ＩＰ化の急速な普及・拡大等情報通信

市場における大きな転換期に対応すべく、会社運営の効率化・技術力の向上・社員の育成等によ

りお客様ニーズの一層の満足を追求していく。更に、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を強く意識し、

株主の皆様を始めとしたステークホルダーの皆様の利益の向上を、実現していきたいと考えてい

る。
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(イ) コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組みとして、（ⅰ）平成14年６月に、意思決定の迅

速化を図ることを目的として取締役定数を18名から12名に減員し、併せて、取締役会の監督機能の

強化及び意思決定と業務執行の役割分担を明確にするため執行役員制度を導入している。（ⅱ）

平成17年６月には、コーポレート・ガバナンス体制の更なる強化を目的として、独立性のある社外

監査役２名を選任し、業務執行に対する監督機能の強化を行っている。（ⅲ）また、平成22年３月

には、各証券取引所の上場規則等を踏まえ、社外監査役の中から、独立役員を選任している。

② 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　　当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的として、当社取締役会の事前の同意

を得ない特定株主グループの議決権割合を20%以上とすることを目的とする当社株式等の買付行

為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株式等の買付行為

への対応方針として、新株予約権を利用した事前警告型買収防衛策を平成19年6月22日開催の第62

期定時株主総会において株主の皆様からのご承認をいただき、「当社株式の大規模買付行為に関す

る対応方針（買収防衛策）」（以下、「旧対応方針」という。）を導入した。

　旧対応方針は、有効期間を平成22年開催の当社定時株主総会（以下、「本定時株主総会」とい

う。）集結の時までとし、更に、有効期間内であっても株主の皆様のご承認を条件に、導入後におけ

る関連法令の改正等を踏まえ、廃止を含め現対応方針の見直しができるとしていたため、導入後に

おいても、金融商品取引法及び関連する政令・内閣府令等の改正、昨今の買収防衛策に関する論議

等の状況を踏まえ、継続の是非を含めそのあり方について引き続き検討してきた。その結果、旧対応

方針に金融商品取引法及び株券の電子化に伴う修正等を加え、平成22年5月12日開催の当社取締役

会において、本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、「当社株式等の大規模買付行

為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」という。）として継続することを決

定した。

　本対応方針の概要は次のとおりとしている。

　（ア）大規模買付ルールを設定

　　大規模買付ルールとは、「事前に大規模な株式等の買付者（以下、「大規模買付者」という。）から

当社取締役会に対して必要かつ十分な情報が提供され、当社取締役会による当該大規模買付行為

に対する一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるべきものである」というも

のである。

  　　　具体的には、

　　　　（ⅰ）大規模買付者は大規模買付ルールに従う旨の遵守表明書を提出

（ⅱ）併せて、当社が定めた大規模買付者から当初提出していただくべき情報（以下、「大規模

買付情報」という。）を提出

　　　　（ⅲ）大規模買付者から提出された大規模買付情報の当社取締役会での評価・検討

（ⅳ）大規模買付ルールを遵守しなかった場合、また、遵守した場合でも、株主共同の利益を損

なうと判断した場合は、対抗措置を発動することができる。

　　　　旨を定めたものである。
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　（イ）対抗措置の発動

　　当社取締役会の判断の合理性・公正性を担保するため、当社取締役会から独立した独立委員会を設

置し、発動にあたっては独立委員会へ諮問し、原則として、その勧告に従う旨を定めている。また、

独立委員会は、上記勧告にあたっては、当社費用で独立した第三者の助言を受けることができる旨

を定めている。

　（ウ）有効期間

　　本対応方針は、平成22年６月25日開催の第65期定時株主総会で株主の皆様のご承認をいただいた結

果を受け、平成25年開催予定の当社定時株主総会終結の時まで継続するとしているが、その終結時

点までの間に当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応

方針はその時点で廃止される旨を定めている。

なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

http://www.seibu-denki.co.jp）に掲載している。

(3) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

① 上記(2)①に記載した「基本方針の実現に資する特別な取組み」は、当社の企業価値・株主共同の利

益の確保・向上に向けた具体的な取組みであること、また、(2)②に記載した本定時株主総会での株

主の皆様のご承認をいただいた結果を受け、継続するとした本対応方針も、当社の企業価値・株主共

同の利益の確保・向上を目的としたものであり、いずれも当社の基本方針に沿うものである。

② 特に、本対応方針については、（ア）大規模買付ルールの適正な運用と当社取締役会の判断の合理性

・公平性を担保するため、当社取締役会から独立した独立委員会を設置するとしていること。（イ）

当社取締役会が対抗措置を発動しようとする場合は、独立委員会に発動の是非を諮問し、原則として

その勧告に従うとしていること。（ウ）独立委員会は、上記勧告を行うにあたっては、当社費用で独

立した第三者の助言を受けることができるとしていること。（エ）本対応方針の継続は、本定時株主

総会における株主の皆様のご承認を条件としていること、また、本対応方針の有効期間内であって

も、当社株主総会で廃止する旨の決議が行われた場合は、その時点で廃止されること。等、その内容に

おいて、公平性・客観性を担保する工夫をしている点について、株主共同の利益の確保に資するもの

であり、当社取締役の地位の維持を目的とするものではない。

　

４ 【事業等のリスク】

ＮＴＴグループの設備投資の動向が、当社グループの完成工事高、利益に影響を与える可能性がある。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はない。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、情報通信設備を安全で高品質に構築するための施工技術の確立と、それに必要な機械工

具の開発に取り組んでいる。

これらの活動に要した当連結会計年度の研究開発費は、建設事業において129百万円であり、主な研究開

発成果は次のとおりである。

　

主な研究開発

建設事業

(1)Ｍクリッパーの開発

1000心等の多心光ファイバケーブルのスロットロッドを切断する際に、スロットロッドを把持

しながら一人で安全且つ効率的に切断可能な工具「Ｍクリッパー」を開発した。

(2)電柱内地気線配線工法の検討

建柱済の電柱に地気線を配線する作業において、現在は電柱表面に地気線を配線しているが、コ

スト削減・安全性及び美観の向上を目的とし、電柱内部に地気線を配線し地際付近で引き出すこ

とを可能とした工法及び工具を開発した。

(3)心線収納用品固定具の開発

地下光クロージャ内での光心線収納作業の作業性向上を目的とし、収納用品の上蓋を固定した

状態で作業可能なツール「心線収納用品固定具」を開発した。

(4)ドロップ繰出しツールの開発

当社の過去の開発品である「折りたたみ式ＣＣＨ繰出しアタッチメント」に取付け、高所作業

車のバケット外部からドロップ光ファイバを繰出し可能となるようなツールとして「ドロップ繰

出しツール」を開発した。

　

その他事業

特記事項はない。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

① 資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べ24億７千７百万円増加し、251億５千３百万円となった。これ

は、未成工事支出金が14億４百万円減少したが、現金及び預金が13億５千４百万円、リース投資資産が

31億６百万円増加したことなどが主な要因である。　

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ８億９千８百万円減少し、198億５千４百万円となった。これ

は、有形固定資産が８億６千３百万円、繰延税金資産が２億６千３百万円減少したことなどが主な要

因である。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ15億７千９百万円増加し、450億８百万円となった。

② 負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べ９千万円減少し、105億５千８百万円となった。これは、工事未

払金等が２億７千６百万円減少したことなどが主な要因である。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ13億６千万円増加し、96億３千７百万円となった。これは、退職

給付引当金が４億６千５百万円減少したが、長期借入金が17億９千８百万円増加したことなどが主な

要因である。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ12億７千万円増加し、201億９千５百万円となった。

③ 純資産

純資産は、前連結会計年度末に比べ３億８百万円増加し、248億１千２百万円となった。これは、利益

剰余金が１億３千８百万円、その他有価証券評価差額金が１億１千８百万円増加したことなどが主な

要因である。

　

(2) 経営成績

① 受注高及び完成工事高

当連結会計年度の経営成績は、受注高は565億８百万円となり前期比16億７百万円増加し、完成工事

高は536億９千６百万円となり前期比30億８千６百万円の減少となった。

② 営業利益

当連結会計年度の営業利益は、各種業務改善施策の展開などにより、７億４千６百万円となり、前期

比１億９千万円増加した。

③ 経常利益

当連結会計年度の経常利益は９億２千４百万円となり、前期比１億８千９百万円増加した。

④ 特別損益

当連結会計年度の特別損益の純額は、９千２百万円の利益（前期は１億１千３百万円の利益）と

なった。これは、固定資産売却益の発生が主な要因である。

⑤ 当期純利益

当連結会計年度の当期純利益は４億７千６百万円となり、前期比１億４千３百万円の増加となっ

た。

　

(3) キャッシュ・フロー

「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」に記載している。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資等の総額（有形固定資産のほか無形固定資産、長期前払費用の投資を含む）

は497百万円であり、事業の種類別セグメント毎の設備投資について示すと、次のとおりである。

(建設事業)

当連結会計年度は、建物等に対する改修及び備品の購入を中心に設備投資を行い、その総額は46百万

円である。

(その他事業)

当連結会計年度は、リース用の車両を中心に設備投資を行い、その総額は266百万円である。

(全社共通)

当連結会計年度は、ソフトウェア（会計システム）を中心に設備投資を行い、その総額は185百万円で

ある。

　
(注)　「第３設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)

建物
及び
構築物

機械、運搬具及
び工具器具備

品

土地
合計

面積(㎡) 金額

本社
(福岡市博多区他)

― 2,297 120 104,4922,8515,270 485

福岡支社
(福岡市博多区他)

建設事業 313 54 31,039785 1,153 173

長崎支社
(長崎県長崎市他)

建設事業 149 11 19,201897 1,057 77

熊本支社
(熊本県熊本市他)

建設事業 185 60 38,329656 903 130

鹿児島支社
(鹿児島県鹿児島市他)

建設事業 130 86 37,811741 958 134

その他支社・支店
(北九州市他９地区)

建設事業
その他事業

11 3 3,575 167 182 97

(注) １　現在休止中の主要な設備はない。

２　建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃借料は60百万円である。

３　全社共通の土地及び賃貸中の土地は本社に一括して記載している。

４　土地建物のうち賃貸中の主なもの

　

　 土地(㎡) 建物(㎡)

福岡城南ビル(福岡市城南区) 2,320 11,536

土地（佐賀県唐津市） 3,991 －

日田事務所(大分県日田市) － 587

　

(2) 国内子会社

平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)

建物
及び
構築物

機械,運搬具
及び工具器具
備品

土地
合計

面積(㎡) 金額

西部電設㈱
本社他
(熊本県熊本市)

建設事業 2 19 ─ ─ 22 203

九州通信産業㈱
本社他
(熊本県熊本市)

建設事業 71 8 10,5701,1901,270 23

九州電話運輸㈱
本社他
(福岡市博多区)

その他事業 87 2,364 6,202 5553,007 67

(注) １　現在休止中の主要な設備はない。

２　建物の一部を連結会社以外から賃借している。賃借料は26百万円である。

　

(3) 在外子会社

該当事項はない。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
投資予定額(百万円)

資金調達方法 備考
総額 既支払額

提出会社

福岡支社
（福岡市博多区）

建設事業
（情報通信工事）

建物及び構築物 1,100 43 自己資金 　

本社
（福岡市博多区）

─── ソフトウェア 113 99 自己資金 　

九州電話運輸㈱
本社

（福岡市博多区）
その他事業
（運輸業等）

リース車両 100 ― 借入金 　

　

(2) 重要な設備の除却等

施工能力に重要な影響を及ぼすような設備の除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,138,40023,138,400

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)
福岡証券取引所

単元株式数
1,000株

計 23,138,40023,138,400― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はない。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成13年４月１日 2,598,40023,138,400 305 1,600 93 1,667

(注)　平成13年４月１日㈱エコモとの合併（合併比率　西部電気工業㈱１：㈱エコモ0.7）による増加
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(6) 【所有者別状況】

　　平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 34 18 76 53 － 2,5252,706 ―

所有株式数
(単元)

― 8,426 128 2,6051,321 － 10,48922,969169,400

所有株式数
の割合(％)

― 36.7 0.6 11.3 5.7 － 45.7 100.0 ―

(注) １　「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が270株含まれている。

２　自己株式580,294株は「個人その他」に580単元及び「単元未満株式の状況」に294株含めて記載している。

　

(7) 【大株主の状況】

　　平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

西部電気従業員持株会 熊本市坪井二丁目１番42号 1,126 4.9

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,018 4.4

株式会社肥後銀行 熊本市練兵町１番地 1,012 4.4

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,009 4.4

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 863 3.7

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 688 3.0

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 535 2.3

株式会社十八銀行 長崎市銅座町１番11号 510 2.2

株式会社ナカヨ通信機 群馬県前橋市総社町一丁目３番２号 505 2.2

西日本システム建設株式会社 熊本市九品寺三丁目15番７号 489 2.1

計 ― 7,757 33.5

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式580千株(2.5％)がある。

２  第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日をもって株式会社化し、第一生命保険株式会社となっている。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　　平成22年３月31日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式       580,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式        32,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    22,357,00022,357 ―

単元未満株式 普通株式     　169,400 ― ―

発行済株式総数 23,138,400 ― ―

総株主の議決権 ― 22,357 ―

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が270株含まれている。

２　「単元未満株式」欄に含まれている自己株式及び相互保有株式は次のとおりである。

自己株式　　　　　　　　　 294株

相互保有株式

九州電機工業㈱　　　　　 330株

　

② 【自己株式等】

　　平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
西部電気工業株式会社

福岡市博多区博多駅東
三丁目７番１号

580,000 ― 580,000 2.5

(相互保有株式)
九州電機工業株式会社

熊本市大窪二丁目８番22号 14,000 ― 14,000 0.1

(相互保有株式)
株式会社仁和

熊本市山室三丁目５番25号 18,000 ― 18,000 0.1

計 ― 612,000 ― 612,000 2.6

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はない。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はない。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はない。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 6,497 2,369,653

当期間における取得自己株式 1,142 406,563

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(　―　) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 580,294 ― 581,436 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。
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３ 【配当政策】

利益配分については、株主の皆様への利益還元を重視し、安定した株主配当を行うことを基本方針とする

とともに、将来の事業展開に必要な設備投資及び日々進化する情報通信技術等に対応するための人材育成

並びに安全・品質の向上施策等に有効活用することとしている。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としている。配当の決定機関は、

中間配当は取締役会、期末配当は株主総会である。

当事業年度の配当金については、１株当たり15円（うち中間配当金５円、期末普通配当金10円）とした。

当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款で定めている。

なお、基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成21年11月９日　取締役会決議 112 ５

平成22年６月25日　定時株主総会決議 225 10

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 850 765 632 543 472

最低(円) 560 590 407 314 331

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 409 390 366 374 369 374

最低(円) 389 331 332 352 340 344

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長 ── 笠　原　正　昭 昭和20年１月30日生

昭和43年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ 16

平成11年７月 西日本電信電話株式会社常務取締

役大阪支店長

平成14年６月 当社入社　取締役副社長

平成15年４月 当社代表取締役社長(現任)

取締役
ＮＴＴ設備
建設本部長

小佐井　茂　則 昭和23年４月14日生

昭和46年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ 16

平成11年７月 西日本電信電話株式会社北九州支

店長

平成12年８月 当社入社　営業本部副本部長

平成13年６月 当社取締役営業本部副本部長兼営

業本部移動通信営業部長

平成15年９月 当社取締役ＮＴＴ営業本部長

平成16年９月 当社取締役福岡支社長

平成19年４月 当社取締役ＮＴＴ設備建設本部長

（現任）

取締役
経営企画本
部長

清　元　桂　介 昭和22年10月18日生

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 13

平成８年６月 当社企画本部経営企画部長兼企画

本部事業開発部長

平成９年８月 当社企画本部経営企画部長

平成13年８月 当社佐賀支店長

平成13年12月 当社経理部長

平成14年６月 当社取締役経理部長

平成18年６月 当社取締役総務部長

平成20年６月 当社取締役総務部長兼経営企画部

長

平成20年８月 当社取締役総務部長

平成22年６月 当社取締役経営企画本部長（現

任）

取締役
企業通信事
業部長

立和田　　　斉 昭和25年10月７日生

昭和48年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ 10

平成14年７月 西日本電信電話株式会社理事

新ビジネス推進部長

平成15年６月 当社入社　取締役東京支社長兼大

阪支社長

平成17年５月 当社取締役東京支社長

平成22年６月 当社取締役企業通信事業部長（現

任）

取締役
営業推進統
括部長

小田川　　仁 昭和24年３月27日生

昭和42年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ ６

平成12年７月 西日本電信電話株式会社鹿児島支

店長

平成16年７月 当社入社

平成16年９月 当社労働部長

平成17年６月 当社執行役員労働部長

平成18年６月 当社取締役労働部長

平成21年４月 当社取締役営業推進統括部長（現

任）

取締役
ＮＴＴ営業
本部長

藤　本　公　彦 昭和26年11月29日生

昭和45年７月 日本電信電話公社入社

(注)２ ７

平成13年４月 西日本電信電話株式会社九州技術

総合センタ所長

平成14年５月 株式会社エヌ・ティ・ティ　ネオ

メイト中九州代表取締役社長

平成18年７月 当社入社 ＮＴＴ事業本部付部長

平成19年４月 当社福岡支社長

平成19年６月 当社執行役員福岡支社長

平成20年６月 当社取締役福岡支社長

平成22年６月 当社取締役ＮＴＴ営業本部長（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 長崎支社長 榮　田　晶　夫 昭和24年12月５日生

昭和49年４月 当社入社

(注)２ ２

平成15年５月 当社監査部長

平成16年９月 当社総合人事推進室長

平成20年５月 当社ＣＳＲ推進部長

平成20年６月 当社執行役員ＣＳＲ推進部長

平成22年６月 当社取締役長崎支社長（現任）

取締役 福岡支社長 若　杉　一　徳 昭和25年12月14日生

昭和49年４月 当社入社

(注)２ －

平成15年９月 当社テレコムエンジニアリング本

部鹿児島支社副支社長

平成19年２月 当社ＮＴＴ事業本部アクセス部長

平成20年６月 当社執行役員ＮＴＴ設備建設本部

アクセス部長

平成22年６月 当社取締役福岡支社長（現任）

取締役 経理部長 岩　下　哲　士 昭和26年12月７日生

昭和49年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ ３

平成17年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ　マー

ケティングアクト九州　取締役経

営企画部長

平成18年７月 当社入社

平成19年６月 当社経理部長

平成20年６月 当社執行役員経理部長

平成22年６月 当社取締役経理部長（現任）

取締役 総務部長 須　川　誠　司 昭和27年11月22日生

昭和46年４月 日本電信電話公社入社

(注)２ －

平成18年７月 西日本電信電話株式会社大分支店

長

平成20年７月 当社入社

平成20年８月 当社経営企画部長

平成21年６月 当社執行役員経営企画部長

平成22年６月 当社取締役総務部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

監査役 　 羽　原　晧　平 昭和22年８月19日生

昭和41年10月 日本電信電話公社入社

(注)３ ５

平成13年７月 西日本電信電話株式会社大分支店

長

平成15年４月 当社入社

平成15年５月 [出向]九州電話運輸株式会社

代表取締役社長

平成18年５月 当社人材開発部付部長

平成18年６月 当社取締役経営企画部長

平成20年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 佐　藤　成　美 昭和21年２月20日生

昭和39年３月 当社入社

(注)３ 20

平成13年３月 当社北九州支店長

平成14年６月 当社執行役員土木事業部長

平成15年９月 当社執行役員営業本部

土木事業部長

平成16年６月 当社取締役営業本部土木事業部長

平成17年５月 当社取締役熊本支社長

平成20年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 足　立　國　功 昭和20年３月26日生

昭和50年９月 株式会社とみよし、善富有限会社

代表取締役（現任）

(注)４ １

昭和61年３月 熊本駅前ビル（ホテルニューオー

タニ熊本）代表取締役社長

平成７年６月 熊本ソフトウェア株式会社　代表

取締役社長（現任）

平成13年６月 熊本駅前ビル（ホテルニューオー

タニ熊本）取締役会長

平成15年12月 ＮＰＯ法人（内閣府認証）オープ

ンソースソフトウェア協会会長

（現任）

平成17年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 津　野　勝　仁 昭和20年６月17日生

昭和43年４月 日本電信電話公社入社

(注)４ ―

平成５年３月 NTTデータ通信株式会社九州支社

副支社長

平成15年５月 NTTデータ九州テクシス株式会社

（現株式会社NTTデータ九州）代

表取締役社長

平成18年７月 株式会社NTTデータ九州　顧問（現

任）

平成21年６月 当社監査役（現任）

計 99

(注) １　監査役 足立國功、津野勝仁の両氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

２　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の

時までである。

３　監査役 羽原晧平、佐藤成美の両氏の任期は平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期

に係る定時株主総会終結の時までである。

４　監査役 足立國功、津野勝仁の両氏の任期は平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期

に係る定時株主総会終結の時までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は法令遵守に基づく経営の徹底とともに、経営の効率性、透明性を向上させ、企業価値を高めるこ

とを経営上の基本的な方針とし、経営環境の変化に対する意思決定の迅速化や経営監督機能を充実する

ための各種施策に取り組んでいる。

　

① 提出会社の企業統治の体制の概要等

当社は監査役制度を採用しており、基本的な経営管理組織としては、取締役会、監査役会、経営会議及

び月次会議がある。

平成22年３月31日現在、取締役会は取締役12名で構成され、原則として月１回開催している。監査役

会は監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、取締役会に出席し経営に対する監査機能の強化

に努めている。なお、当社と社外監査役との間に特別な利害関係はなく、社外監査役のうち１名は金融

商品取引所の定めに基づく独立役員である。

  また、執行役員制度を導入し、取締役会の監督機能の強化及び意思決定と執行役員の業務執行機能の

役割を明確にすることにより、経営環境の変化に迅速に対応できる体制を整えている。

　平成18年５月11日開催の取締役会において、「内部統制システム構築の基本方針」について決議し、

その後、平成19年３月29日開催の取締役会において、具体的取組内容について決定し、必要により、社内

規程を整備し、内部統制の強化を図るなど充実した体制を構築していくとした。

　これに基づき、平成19年７月18日開催の取締役会において「西部電気工業グループコンプライアンス

憲章」「コンプライアンス規程」を制定するとともに、法令・定款及び社内規程の遵守、企業倫理の確

立を推進するために「コンプライアンス委員会」を設置した。併せて、「内部通報規程」を整備し、内

部通報制度の充実を図ったほか、平成20年９月25日開催の取締役会において役員規程の制定を決議し

た。

　また、平成20年３月27日の取締役会において「リスク管理規程」を決議するとともに、グループトー

タルとしてのリスク管理を推進すること目的とした「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理体制

の充実を図った。　

  以上のとおり、社外監査役の配置による監査体制、リスク管理及びコンプライアンス委員会の設置に

よる内部統制体制を構築することにより、コーポレート・ガバナンス機能が十分発揮できることから、

現体制を採用している。

　

② 内部監査及び監査役監査の状況

＜内部監査＞

　　　内部監査については、監査部５名が計画的な監査を行い、監査結果に対し改善事項の指摘・指導を

行い、改善の進捗状況を定期的に報告させることにより、実効性の担保に努めている。なお、内部監

査においては内部統制部門と連携し、内部統制に係る監査も実施している。

　また、弁護士事務所と顧問契約を締結し、必要に応じてアドバイスを受けている。さらに会計監査

人とは、通常の会計監査のほか、重要な会計的課題について随時相談しアドバイスを受けている。

　また、監査役及び会計監査人と定期的な情報交換の場を設けるなど相互連携を図っている。
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＜監査役監査＞

 監査役は原則として４名（うち社外監査役２名）全員が取締役会に、また、常勤監査役は重要会議

に出席するほか、営業報告の聴取、決議資料、会議資料及び議事録等の閲覧、各事業所の業務執行や

財産状況の調査等経営状態及び取締役の業務執行について監視を行うなど、監査計画に基づき厳正

な監査を実施している。

　また、社長、内部監査部門、会計監査人と定期的な意見交換を行っている。

　なお、監査役業務の機能強化を目的とした、監査役の職務執行補助者の配置については、平成19年3

月29日開催の取締役会において、監査役室の設置を決議し、補助者を配置した。補助者については、

他の職との非兼務及び人事にあたっては、監査役会に意見を求めるとして併せて決議した。

　

③ 社外取締役及び社外監査役

　当社の社外監査役２名は取締役会に出席するほか、営業報告の聴取、決議資料、会議資料及び議事

録等の閲覧、各事業所の業務執行や財産状況の調査等、経営状態及び取締役の業務執行について監

視を行うなど、監査計画に基づき厳正な監査を実施し、豊富な経験、知識に基づく見地から幅広く公

正な提言等を行っている。

　また、社外監査役として社長、会計監査人と定期的に会合し、会社が対処すべき課題、監査上の重要

課題等について意見を交換しているほか、内部監査部門の監査結果の報告を受けている。

　社外監査役 足立國功は、現在、熊本ソフトウェア株式会社の代表取締役等であり、経験に基づく取

締役の業務執行状況の監視を行っており、公正な立場からの対応が可能であること等を考慮して社

外監査役としている。

　社外監査役 津野勝仁は、株式会社NTTデータ九州の代表取締役社長等を歴任し、現在、同社の顧問

である等、足立監査役と同様に、経験を生かした監視及び公正な立場からの対応が可能であること

等を考慮して社外監査役としている。

　以上のように、社外監査役から独立かつ客観的見地に立っての質問や忌憚のない意見があるなど

監査役機能の充実により経営監視監督機能が有効に機能していること等もあり、現時点では社外取

締役は選任していない。

　

④ 役員の報酬等

(ア) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役 120 69 25 26 12

監査役（社外監査役を除く） 16 14 ─ 1 2

社外監査役 8 7 ─ 0 3

合　計 144 90 25 28 17
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(イ) 使用人兼務役員の使用人分給与のうち、重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

88 11 使用人としての給与である。

　

(ウ) 役員の報酬等の額の決定に関する方針

 該当事項はないが、業績等を勘案した上で決定している。　

　

④ 株式の保有状況

(ア) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　　　33銘柄　　　　　貸借対照表計上額　　1,936百万円

　

(イ) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額

が資本金額の100分の1を超える銘柄

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱肥後銀行 1,335,000 694取引先との関係強化

日比谷総合設備㈱ 382,591 308取引先との関係強化

東京海上ホールディングス㈱ 83,225 219取引先との関係強化

住友信託銀行㈱ 388,683 212取引先との関係強化

西日本システム建設㈱ 281,602 84 取引先との関係強化

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 192,729 76 取引先との関係強化

㈱ＴＴＫ 165,610 52 取引先との関係強化

㈱ソルコム 205,293 50 取引先との関係強化

㈱アイチコーポレーション 124,124 50 取引先との関係強化

日本電通㈱ 127,000 31 取引先との関係強化

㈱ナカヨ通信機 155,000 31 取引先との関係強化

㈱フジクラ 31,581 17 取引先との関係強化

　

(ウ) 保有目的が純投資目的である投資株式

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

貸借対照表計上額の
合計額

貸借対照表計上額
の合計額

受取配当金の
合計額

売却損益の
合計額

評価損益の
合計額

上場株式 ─ 1,300 34 ─ 176
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⑤ 会計監査の状況

当社は、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しているが、同監査法人及び当社監査に従事す

る同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係はなく、また、同監査法人は業務執行

社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっている。当期に

おいて業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務にかかる補助者の構成については下記のとおりで

ある。

(ア) 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

松尾政治（有限責任監査法人トーマツ）

荒牧秀樹（有限責任監査法人トーマツ）

(イ) 監査業務にかかる補助者の構成

公認会計士　２名

会計士補等　４名

そ　の　他　１名

　
監査役、内部監査を行う監査部、会計監査人の三者は、監査結果の報告を行うなど互いに連携を取っ

ており、監査機能の充実に努めている。

　

⑥ 取締役の定数

当社の取締役は、12名以内とする旨を定款に定めている。

　

⑦ 取締役の選解任の決議要件

(ア) 選任決議

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。

また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款に定めている。

(イ) 解任決議

当社は、取締役の解任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款で定めて

いる。

　

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上にあたる多数

をもって行う旨を定款で定めている。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とするものである。
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⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

(ア) 自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策等の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議により、市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨を定款で定めている。

(イ) 中間配当

当社は、株主への柔軟な利益還元を可能とするため、取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名

簿に記載された株主若しくは登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款で定めて

いる。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 37 ７ 37 ─

連結子会社 ― ３ ─ ３

計 37 10 37 ３

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はない。

当連結会計年度

該当事項はない。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条１項の業務以外の業務（非監査業務）である財務

報告に係る内部統制に関する指導・助言業務を委託し対価を支払っている。

当連結会計年度

該当事項はない。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　　　　該当事項はないが、監査日数等を勘案したうえで決定している。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載している。

なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成している。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)により作成している。

なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建設

業法施行規則に基づき、当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表

等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年

３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けている。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっている。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、

公益財団法人財務会計基準機構へ加入するとともに、外部専門団体主催の研修に参加している。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,033 3,388

受取手形・完成工事未収入金等 14,947 14,762

リース投資資産 582 3,688

有価証券 500 650

未成工事支出金 2,757 1,352

商品 383 369

材料貯蔵品 274 218

繰延税金資産 490 356

その他 763 479

貸倒引当金 △56 △113

流動資産合計 22,676 25,153

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 7,857

※2
 7,751

機械、運搬具及び工具器具備品 11,267 10,145

土地 ※2
 7,892

※2
 7,845

建設仮勘定 0 58

減価償却累計額 △12,273 △11,920

有形固定資産合計 14,744 13,880

無形固定資産 182 238

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 4,098

※1
 4,263

繰延税金資産 1,447 1,184

その他 791 634

貸倒引当金 △512 △346

投資その他の資産合計 5,825 5,735

固定資産合計 20,752 19,854

資産合計 43,428 45,008
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,669 6,393

短期借入金 ※2
 2,407

※2
 2,470

未払法人税等 65 110

未成工事受入金 288 221

賞与引当金 750 681

役員賞与引当金 35 36

工事損失引当金 － 5

その他 431 638

流動負債合計 10,648 10,558

固定負債

長期借入金 ※2
 2,121

※2
 3,920

繰延税金負債 591 599

退職給付引当金 4,494 4,029

役員退職慰労引当金 194 208

その他 873 879

固定負債合計 8,276 9,637

負債合計 18,925 20,195

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 1,959 1,959

利益剰余金 19,406 19,544

自己株式 △354 △356

株主資本合計 22,611 22,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 457 575

評価・換算差額等合計 457 575

少数株主持分 1,435 1,489

純資産合計 24,503 24,812

負債純資産合計 43,428 45,008
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

完成工事高 56,783 53,696

完成工事原価 ※2
 52,822

※2, ※6
 50,307

完成工事総利益 3,960 3,388

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 3,405

※1, ※2
 2,642

営業利益 555 746

営業外収益

受取利息 34 27

受取配当金 99 77

受取地代家賃 56 66

その他 47 45

営業外収益合計 237 216

営業外費用

支払利息 32 17

貸倒引当金繰入額 － 14

投資事業組合運用損 10 5

その他 14 0

営業外費用合計 57 37

経常利益 735 924

特別利益

固定資産売却益 － ※3
 127

投資有価証券売却益 132 4

その他 8 8

特別利益合計 141 140

特別損失

固定資産売却損 ※4
 0

※4
 3

固定資産除却損 ※5
 10

※5
 13

投資有価証券評価損 17 27

その他 － 3

特別損失合計 28 48

税金等調整前当期純利益 848 1,017

法人税、住民税及び事業税 169 161

法人税等調整額 281 318

法人税等合計 450 479

少数株主利益 64 60

当期純利益 333 476
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,600 1,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,600 1,600

資本剰余金

前期末残高 1,959 1,959

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,959 1,959

利益剰余金

前期末残高 19,480 19,406

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 333 476

当期変動額合計 △73 138

当期末残高 19,406 19,544

自己株式

前期末残高 △337 △354

当期変動額

自己株式の取得 △16 △2

当期変動額合計 △16 △2

当期末残高 △354 △356

株主資本合計

前期末残高 22,702 22,611

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 333 476

自己株式の取得 △16 △2

当期変動額合計 △90 135

当期末残高 22,611 22,747

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,047 457

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△590 118

当期変動額合計 △590 118

当期末残高 457 575
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

少数株主持分

前期末残高 1,376 1,435

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 58 54

当期変動額合計 58 54

当期末残高 1,435 1,489

純資産合計

前期末残高 25,125 24,503

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 333 476

自己株式の取得 △16 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △531 173

当期変動額合計 △622 308

当期末残高 24,503 24,812
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 848 1,017

減価償却費 1,404 1,166

固定資産除売却損益（△は益） 10 △109

貸倒引当金の増減額（△は減少） 279 △108

賞与引当金の増減額（△は減少） △308 △69

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △386 △465

受取利息及び受取配当金 △133 △105

支払利息 32 17

投資有価証券評価損益（△は益） 17 27

投資有価証券売却損益（△は益） △132 △4

売上債権の増減額（△は増加） 1,547 184

リース投資資産の増減額（△は増加） △582 △3,106

未成工事支出金の増減額（△は増加） 618 1,474

仕入債務の増減額（△は減少） △478 △276

未払金の増減額（△は減少） △225 135

未成工事受入金の増減額（△は減少） △190 △67

その他 △485 170

小計 1,829 △117

利息及び配当金の受取額 133 105

利息の支払額 △29 △14

法人税等の支払額 △1,130 △161

法人税等の還付額 － 449

営業活動によるキャッシュ・フロー 803 260

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △886 △980

定期預金の払戻による収入 1,717 680

有価証券の取得による支出 △750 △1,650

有価証券の売却による収入 900 1,500

有形固定資産の取得による支出 △629 △382

有形固定資産の売却による収入 39 230

無形固定資産の取得による支出 △74 △113

投資有価証券の取得による支出 △527 △2

投資有価証券の売却による収入 183 7

長期貸付けによる支出 △6 △13

長期貸付金の回収による収入 23 18

その他の支出 △32 △42

その他の収入 31 28

投資活動によるキャッシュ・フロー △12 △720
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △730 150

長期借入れによる収入 970 3,335

長期借入金の返済による支出 △1,114 △1,623

自己株式の取得による支出 △16 △2

配当金の支払額 △406 △338

少数株主への配当金の支払額 △6 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,303 1,514

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △513 1,054

現金及び現金同等物の期首残高 2,171 1,658

現金及び現金同等物の期末残高 1,658 2,713
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社数　　３社

連結子会社名

西部電設㈱、九州通信産業

㈱、九州電話運輸㈱

(1) 連結子会社数　　３社

連結子会社名

同左

　 (2) 非連結子会社名

公栄設備工業㈱、ひばりネット

システム㈱、㈱福岡通信工材製

作所

(2) 非連結子会社名

同左

　 (3) 非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、完成工

事高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため

連結の範囲から除外している。

 

(3) 　　　　　 同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社はない。

(1) 　　　　　 同左

　 (2) 持分法非適用の非連結子会社名

公栄設備工業㈱、ひばりネット

システム㈱、㈱福岡通信工材製

作所

(2) 持分法非適用の非連結子会社名

同左

　 (3) 持分法非適用の関連会社名

九州電機工業㈱、㈱仁和

(3) 持分法非適用の関連会社名

同左

　 (4) 上記の持分法非適用の非連結子会

社及び持分法非適用の関連会社

は、それぞれ当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外し

ている。

　

(4) 　　　　　 同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致している。

 

同左
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　 　

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定)

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの
      移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出

資（金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみなさ

れるもの）については、組合

契約に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっ

ている。

時価のないもの
 同左

 

　 たな卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

たな卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

　 評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によっ

ている。

同左

　 ａ．未成工事支出金

         個別法

ｂ．商品

         移動平均法

ｃ．材料貯蔵品

         総平均法

 

ａ．未成工事支出金

        　 同左

ｂ．商品

        　 同左

ｃ．材料貯蔵品

        　 同左

 

　 (会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号　平成18年７月５

日公表分）を適用している。

　これによる損益に与える影響は

軽微である。

 

─────────
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

提出会社は定率法(ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)は定額法)によってお

り、連結子会社は主に定額法によっ

ている。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

ある。

建物及び構築物　　８年～50年

機械、運搬具及び

工具器具備品　　　２年～17年

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

定額法によっている。

なお、主な耐用年数は自社利用のソ

フトウェアの５年である。

無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

従業員の賞与支払に備えるため、支

給見込額に基づき計上している。

賞与引当金

同左

　 役員賞与引当金

役員の賞与支払に備えるため、支給

見込額に基づき計上している。

役員賞与引当金

同左

　 退職給付引当金 退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上している。

また、執行役員については内規に基

づく期末要支給額を計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による均等額を費用処

理している。

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。

　　　　　　 　同左

　 　 （会計方針の変更）

　
 

 
──────────

　
　
　
　

当連結会計年度から「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その3）（企

業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用している。

なお、従来の方法による割引率と同一

の割引率を使用することとなったた

め、当連結会計年度の連結財務諸表に

与える影響はない。
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上している。

役員退職慰労引当金

同左

　 　 　

　 　 工事損失引当金

　
 

────────

受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末手持工事の

うち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることので

きる工事について、損失見込額を計

上している。

　 　 　

(4) 重要な収益及び費用の

計上基準

────────  完成工事高及び完成工事原価の計上

基準

　 　 当連結会計年度に着手した工事契約

から当連結会計年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他工事については工事完成

基準を適用している。

　 　 （会計方針の変更）

　 　 請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用し

ていたが、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12

月27日）を当連結会計年度から適用

し、当連結会計年度に着手した工事

契約から、当連結会計年度末までの

進捗部分にについて成果の確実性が

認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用している。

これにより、当連結会計年度の完成

工事高及び損益並びにセグメント情

報に与える影響は軽微である。

　 　 　

　 ファイナンス・リース取引に係る収益

及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益

及び費用の計上基準

　 リース料受取時に売上高と売上原価

を計上する方法によっている。

　　　　　　  同左

　 　 　

(5) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

長期請負工事の収益計上基準

　工事完成基準によっている。

　       ────────

　 　
　 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

　 税抜方式によっている。 同左
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は全

面時価評価法によっている。

 

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。

同左
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【会計方針の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準） 　
所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、当連結会計年度から、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。

　なお、リース取引開始日が会計基準の改正適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

　これによる損益に与える影響は軽微である。

　

 

 
─────────

　 　
　

【表示方法の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 　
財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「その他のたな卸資産」

として掲記されたものは、当連結会計年度から「商

品」「材料貯蔵品」に区分掲記している。なお、前連結

会計年度の「その他のたな卸資産」に含まれる「商

品」「材料貯蔵品」は、それぞれ477百万円、350百万円

である。

 

────────
 

　 　

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

前連結会計年度において独立掲記していた「受取技

術料」（当連結会計年度は0百万円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、当連結会計年度に

おいては営業外収益の「その他」に含めて表示してい

る。

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めていた「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分

掲記をしている。なお、前連結会計年度の営業外費用の

「その他」に含まれる「貸倒引当金繰入額」は4百万

円である。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は、

次のとおりである。

投資有価証券(株式) 121百万円

 

このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額は、

次のとおりである。

投資有価証券(株式) 121百万円

 
※２ 下記の資産は、短期借入金の一部1,203百万円及び長

期借入金の一部424百万円に対する債務の担保に供し

ている。

建物 1,037百万円

土地 1,461百万円

計 2,498百万円

 

下記の資産は、短期借入金の一部563百万円及び長期

借入金の一部382百万円に対する債務の担保に供して

いる。

建物 131百万円

土地 1,323百万円

計 1,454百万円

 

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりである。

従業員給料手当 1,097百万円

賞与引当金繰入額 183百万円

役員賞与引当金繰入額 35百万円

退職給付費用 131百万円

役員退職慰労引当金繰入額 47百万円

貸倒引当金繰入額 292百万円

 

販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりである。

従業員給料手当 926百万円

賞与引当金繰入額 78百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円

退職給付費用 93百万円

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円

貸倒引当金繰入額 81百万円

 
※２ 一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は、

167百万円である。

 

一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は、

129百万円である。

 
※３ ───────── 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

　 　 建物及び構築物 ０百万円

土地 127百万円

計 127百万円

　
※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

機械、運搬具及び

工具器具備品
０百万円

固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

建物及び構築物 １百万円

機械、運搬具及び

工具器具備品
２百万円

計 ３百万円

　 　 　
※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。

　 建物及び構築物 １百万円

機械、運搬具及び

工具器具備品
９百万円

計 10百万円

　

建物及び構築物 １百万円

機械、運搬具及び

工具器具備品
10百万円

無形固定資産 １百万円

計 13百万円

　
　 　 　
※６ ───────── 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 　 5百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 23,138,400 ― ― 23,138,400

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 535,142 38,655 ― 573,797

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　 38,655株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 293 13平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年11月６日
取締役会

普通株式 112 ５ 平成20年９月30日 平成20年12月８日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 225 10平成21年３月31日 平成21年６月22日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 23,138,400 ― ― 23,138,400

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 573,797 6,497 ─ 580,294

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　    6,497株

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日
定時株主総会

普通株式 225 10平成21年３月31日 平成21年６月22日

平成21年11月９日
取締役会

普通株式 112 ５ 平成21年９月30日 平成21年12月７日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 225 10平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,033百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△ 375百万円

現金及び現金同等物 1,658百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,388百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△ 675百万円

現金及び現金同等物 2,713百万円
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

ファイナンス・リース取引

（貸主側）

１　リース投資資産の内訳

　　流動資産

リース料債権部分 643百万円

見積残存価額部分 37百万円

受取利息相当額 △　98百万円

リース投資資産 582百万円

２　リース投資資産にかかるリース料債権部分の連結会

計年度末日の回収予定額

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

ファイナンス・リース取引

（貸主側）

１　リース投資資産の内訳

　　流動資産

リース料債権部分 4,173百万円

見積残存価額部分 89百万円

受取利息相当額 △ 573百万円

リース投資資産 3,688百万円

２　リース投資資産にかかるリース料債権部分の連結会

計年度末日の回収予定額

　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　 リース投資資産

１年以内 133

１年超２年以内 132

２年超３年以内 124

３年超４年以内 118

４年超５年以内 88

５年超 46

 
オペレーティング・リース取引

　  リース投資資産

１年以内 873

１年超２年以内 833

２年超３年以内 826

３年超４年以内 797

４年超５年以内 637

５年超 205

 
オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能なもの

に係る未経過リース料

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能なもの

に係る未経過リース料

１年内 65百万円

１年超 271百万円

合計 336百万円

　

１年内 134百万円

１年超 464百万円

合計 598百万円

　
　 　
　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（貸主側）

１　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械、運搬具
及び工具器具
備品

6,110 4,420 1,689

 

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（貸主側）

１　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高

　
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

機械、運搬具
及び工具器具
備品

5,562 4,431 1,131

 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 862百万円

１年超 1,184百万円

合計 2,046百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 590百万円

１年超 703百万円

合計 1,294百万円

 

３　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 1,209百万円

減価償却費 796百万円

受取利息相当額 123百万円

３　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 858百万円

減価償却費 449百万円

受取利息相当額 83百万円

 

４　利息相当額の算定方法

リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

物件の購入価額を控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によっている。

４　利息相当額の算定方法

　　　　　　　　　　同左
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(金融商品関係)

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）

及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月

10日）を適用している。

　

　　１　金融商品の状況に関する事項

　　　　（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にリース用の資産購入のために必要な資金（主に銀行借入）　　 を調

達している。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運用資金を銀

行借入により調達している。

　（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客並びに取引先の信用リスクに晒

されている。当該リスクに関しては、当社グループ各社の与信管理基準に則り、相手先ごと

の期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を把握する体制としている。

有価証券及び投資有価証券は市場価格の変動のリスクに晒されているが、それらは取引

先企業との業務又は資本提携に関連する株式等であり、定期的に時価や発行体の財務状況

等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直している。

営業債務である支払手形・工事未払金等、未払法人税等は、１年以内の支払期日である。

これら営業債務は、その決済時において流動性リスクに晒されているが、当社は各部署から

の報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を確保

し流動性リスクを管理している。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主にリー

ス用の資産購入に係る資金調達である。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒される

が、市場金利の動向に注意するとともに、金利上昇の対応策（金利の固定化等）を考えてい

る。

　（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがある。
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　　２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりである。なお、時価を把握することが困難と認められるものは、次表には含めてい

ない（（注２）を参照）。

　 　 （単位：百万円）

　

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 3,388 3,388 ─

（2）受取手形・完成工事未収入金等 14,762 14,762 ─

（3）リース投資資産 3,688 3,688 ─

（4）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 4,527 4,527 ─

資産計 26,367 26,367 ─

（1）支払手形・工事未払金等 (6,393) (6,393) ─

（2）短期借入金 (2,470) (2,470) △ 0

（3）未払法人税等 (110) (110) ─

（4）長期借入金 (3,920) (3,920) ─

負債計 (12,895) (12,895) △ 0

　※負債に計上されているものについて( )で示している。

　

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

　（1）現金及び預金、（2）受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっている。

　（3）リース投資資産

リース料率表を基礎とした利率を用いて算定しており、仮に当期末にリース契約を締結

した場合であっても同等の利率を適用することが見込まれるので、時価は帳簿価額に近似

していると判断できるため、当該帳簿価額によっている。

　（4）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引

金融機関から提示された価格によっている。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記については「有価証券関係」注記を参照。
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負　債

　（1）支払手形・工事未払金等及び（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっている。

　（2）短期借入金

短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっている、また、１年内返済予定の長期借入金のうち、固定金利によ

る借入については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定している。

　（3）長期借入金

当該長期借入金は変動金利によるものであり短期間で市場金利を反映するため、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 385

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

であるため、「（4）有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含めていない。

　

（注３）金銭債権及満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 　 （単位：百万円）

　
１年内 １年超

５年内 ５年超

現金及び預金 3,388 ─ ─

受取手形・完成工事未収入金等 14,762 ─ ─

有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券のうち満期
　があるもの

650 ─ 500

リース投資資産にかかるリース料債
権部分

873 3,094 205

合　　　計 19,674 3,094 705

　

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　
１年以内 １年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 1,400 1,189 1,082 994 632 22
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　 　 　

　　　　株式 879 2,091 1,211

　　　　その他 ─ ─ ─

小計 879 2,091 1,211

(2) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　 　 　

　　　　株式 1,364 977 △　387

　　　　その他 193 128 △　65

小計 1,558 1,105 △　452

合計 2,437 3,196 759

(注) １．下落率が50％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。

なお、下落率が30～50％の有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、時価水準及び業績の推移等か

ら回復可能性について検討し、減損処理の必要性を判断することとしている。

２．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について17百万円減損処理を行っている。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

183 132 ―

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

その他有価証券

譲渡性預金 500百万円

非上場株式 89百万円

投資事業有限責任組合への出資 190百万円

非上場社債 500百万円

合計 1,280百万円

　

４　その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額(平成21年３月31日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

譲渡性預金 500 ― ― ―

社債 ― ― 500 ―

合計 500 ― 500 ―
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当連結会計年度

１　その他有価証券(平成22年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　 　 　

　　　　株式 2,528 1,236 1,292

　　　　債券 505 500 ５

小計 3,033 1,736 1,297

(2) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　 　 　

　　　　株式 702 1,005 △　303

　　　　その他 791 821 △　30

小計 1,493 1,826 △　333

合計 4,527 3,563 964

    　(注)　下落率が50％を超える有価証券については、原則として減損処理することとしている。

なお、下落率が30～50％の有価証券の減損にあたっては、個別銘柄毎に、時価水準及び業績の推移等から回

復可能性について検討し、減損処理の必要性を判断することとしている。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

７ ４ ─

　

３　減損処理を行った有価証券

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。なお、当連結会計年度において減損処理を行

い、投資有価証券評価損27百万円を計上している。
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(デリバティブ取引関係)

　

前連結会計年度(自　平成20年４月１日至　平成21年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成21年４月１日至　平成22年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。

　

(退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職金規程に基づく退職一

時金制度を設けている。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

退職給付債務の額 △11,677百万円

年金資産の額 5,361百万円

未積立退職給付債務 △6,316百万円

未認識過去勤務債務 △86百万円

未認識数理計算上の差異 1,908百万円

退職給付引当金の額 △4,494百万円

(注)　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

勤務費用の額 471百万円

利息費用の額 250百万円

期待運用収益 △211百万円

過去勤務債務の費用処理額 △17百万円

数理計算上の差異の費用処理額 180百万円

退職給付費用合計 673百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上している。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 3.0％

過去勤務債務の額の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により費用処理している。)

数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した

額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。)
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当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職金規程に基づく退職一

時金制度を設けている。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日)

退職給付債務の額 △10,055百万円

年金資産の額 5,173百万円

未積立退職給付債務 △4,881百万円

未認識過去勤務債務 △68百万円

未認識数理計算上の差異 921百万円

退職給付引当金の額 △4,029百万円

(注)　子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　

３　退職給付費用に関する事項(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

勤務費用の額 477百万円

利息費用の額 227百万円

期待運用収益 △106百万円

過去勤務債務の費用処理額 △17百万円

数理計算上の差異の費用処理額 289百万円

退職給付費用合計 870百万円

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上している。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.0％

過去勤務債務の額の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により費用処理している。)

数理計算上の差異の処理年数 10年

(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額法により按分した

額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしている。)

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日至　平成21年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成21年４月１日至　平成22年３月31日)

当社グループは、ストック・オプション等の付与はないので、該当事項はない。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　
　　賞与引当金否認 301百万円

　　退職給付引当金損金
　　算入限度超過額

1,795百万円

　　貸倒引当金損金
　　算入限度超過額

147百万円

　　役員退職慰労引当金否認 78百万円

　　投資有価証券評価損否認 21百万円

　　繰越欠損金 107百万円

　　その他 118百万円

　繰延税金資産小計 2,570百万円

　　評価性引当額 △84百万円

　繰延税金資産合計 2,485百万円

　 　
繰延税金負債 　
　　土地評価差額金 △674百万円

　　その他有価証券評価差額金 △302百万円

　　固定資産圧縮積立金 △162百万円

　繰延税金負債合計 △1,139百万円

繰延税金資産の純額 1,346百万円

(注)　当連結会計年度末における繰延税金資産の

純額は、連結貸借対照表の次の項目に含ま

れている。

 
　　　流動資産 　
　　　　　繰延税金資産 490百万円

　　　固定資産 　
　　　　　繰延税金資産 1,447百万円

　　　固定負債 　
　　　　　繰延税金負債 591百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 　
　　賞与引当金否認 275百万円

　　退職給付引当金損金
　　算入限度超過額

1,621百万円

　　貸倒引当金損金
　　算入限度超過額

138百万円

　　役員退職慰労引当金否認 84百万円

　　投資有価証券評価損否認 19百万円

　　その他 120百万円

　繰延税金資産小計 2,260百万円

　　評価性引当額 △91百万円

　繰延税金資産合計 2,169百万円

　 　
繰延税金負債 　
　　土地評価差額金 △674百万円

　　その他有価証券評価差額金 △389百万円

　　固定資産圧縮積立金 △164百万円

　繰延税金負債合計 △1,227百万円

繰延税金資産の純額 941百万円

(注)　当連結会計年度末における繰延税金資産の

純額は、連結貸借対照表の次の項目に含ま

れている。

 
　　　流動資産 　
　　　　　繰延税金資産 356百万円

　　　固定資産 　
　　　　　繰延税金資産 1,184百万円

　　　固定負債 　
　　　　　繰延税金負債 599百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

4.7％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△2.4％

　住民税均等割等 3.8％

　評価性引当額 7.0％

　その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

53.1％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.3％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△1.6％

　住民税均等割等 2.8％

　評価性引当額 0.7％

　その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

47.2％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
建設事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．完成工事高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　完成工事高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する完成工事高 48,915 7,867 56,783 ― 56,783

(2) セグメント間の
　　内部完成工事高又は振替高

2 393 395 (395) ―

計 48,917 8,260 57,178 (395) 56,783

　　営業費用 46,584 8,341 54,926 1,300 56,227

　　営業利益
　　又は営業損失（△）

2,333 △80 2,252 (1,696) 555

Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　 　 　 　 　

　　資　　　産 25,713 7,262 32,976 10,452 43,428

　　減価償却費 351 923 1,275 129 1,404

　　資本的支出 322 313 635 68 704

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各区分の主な事業内容

(1) 建設事業　　情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売

(2) その他事業　ネットワークソリューション、運輸業等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,750百万円は、提出会社本社の総務部等管理

部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産10,731百万円は、提出会社での余資運用資金（現金、預金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額が含まれている。
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
建設事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．完成工事高及び営業損益 　 　 　 　 　

　　完成工事高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する完成工事高 45,142 8,554 53,696 ─ 53,696

(2) セグメント間の
　　内部完成工事高又は振替高

2 394 397 (397) ─

計 45,145 8,948 54,093 (397) 53,696

　　営業費用 43,016 8,815 51,831 1,119 52,950

　　営業利益 2,129 133 2,262 (1,516) 746

Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出

　 　 　 　 　

　　資　　　産 22,672 10,752 33,424 11,583 45,008

　　減価償却費 335 762 1,098 68 1,166

　　資本的支出 46 266 312 185 497

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各区分の主な事業内容

(1) 建設事業　　情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売

(2) その他事業　ネットワークソリューション、運輸業等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,572百万円は、提出会社本社の総務部等管理

部門に係る費用である。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産11,844百万円は、提出会社での余資運用資金（現金、預金及

び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額が含まれている。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

本邦以外の国又は地域に支店及び連結子会社がないため、該当事項はない。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

本邦以外の国又は地域における完成工事高がないため、該当事項はない。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)及び

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

該当事項はない。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,022円34銭 1,033円89銭

１株当たり当期純利益 14円74銭 21円12銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載していない。

　同左

　

（注）算定上の基礎

　　　１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(平成21年３月31日)
当連結会計年度

(平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 24,503 24,812

普通株式に係る純資産額（百万円） 23,068 23,322

差額の主な内訳（百万円） 　 　

　少数株主持分 1,435 1,489

普通株式の発行済株式数（千株） 23,138 23,138

普通株式の自己株式数（千株） 573 580

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

22,564 22,558

　

　　　２．１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 333 476

普通株式に係る当期純利益（百万円） 333 476

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,585 22,562

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はない。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 920 1,070 0.79 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,487 1,400 0.81 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ─ ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

2,121 3,920 0.71平成23年～平成29年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ─ ― ―

その他有利子負債 ― ─ ― ―

合計 4,529 6,391 ― ―

(注) １　平均利率は、期中平均残高の加重平均利率である。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

ある。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,189 1,082 994 632

　

(2) 【その他】

　
当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　 　

第１四半期

（自　平成21年４月１日

　 至　平成21年６月30日)

第２四半期

（自　平成21年７月１日

 　至　平成21年９月30日)

第３四半期

（自　平成21年10月１日

　 至　平成21年12月31日)

第４四半期

（自　平成22年１月１日

 　至　平成22年３月31日)

完成工事高 (百万円） 10,666 11,973 11,396 19,660

税金等調整前
四半期純利益金額

(百万円） 12 4 75 925

四半期純利益金額
又は四半期純損失
（△）

(百万円） △22 △15 23 491

１株当たり
四半期純利益金額
又は四半期純損失
（△）

(円） △0.98 △0.70 1.03 21.77
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 751 2,170

受取手形 926 401

完成工事未収入金 12,661 12,570

売掛金 221 395

有価証券 500 650

未成工事支出金 2,702 1,337

商品 51 46

材料貯蔵品 264 217

繰延税金資産 434 300

未収還付法人税等 405 －

その他 205 210

貸倒引当金 △38 △92

流動資産合計 19,084 18,207

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 6,321

※1
 6,225

減価償却累計額 △3,223 △3,296

建物（純額） 3,097 2,929

構築物 849 832

減価償却累計額 △664 △673

構築物（純額） 184 159

機械及び装置 570 428

減価償却累計額 △535 △403

機械及び装置（純額） 35 25

車両運搬具 317 284

減価償却累計額 △297 △267

車両運搬具（純額） 19 16

工具、器具及び備品 1,113 1,079

減価償却累計額 △960 △939

工具、器具及び備品（純額） 153 140

土地 ※1
 6,146

※1
 6,099

リース資産 204 204

減価償却累計額 △23 △48

リース資産（純額） 181 155

建設仮勘定 0 58

有形固定資産合計 9,818 9,583

無形固定資産

ソフトウエア 137 196

その他 27 27

無形固定資産合計 165 224
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,814 3,960

関係会社株式 265 265

長期貸付金 6 10

従業員に対する長期貸付金 48 40

破産更生債権等 515 349

長期前払費用 2 1

繰延税金資産 1,362 1,115

その他 146 146

貸倒引当金 △512 △346

投資その他の資産合計 5,650 5,542

固定資産合計 15,633 15,351

資産合計 34,717 33,558

負債の部

流動負債

工事未払金 ※2
 5,165

※2
 4,421

買掛金 ※2
 199

※2
 400

短期借入金 ※1
 1,393

※1
 1,001

リース債務 26 26

未払法人税等 － 38

未払消費税等 5 87

未成工事受入金 288 207

賞与引当金 665 587

役員賞与引当金 25 25

工事損失引当金 － 5

その他 290 411

流動負債合計 8,059 7,212

固定負債

長期借入金 7 5

リース債務 164 138

退職給付引当金 4,225 3,748

役員退職慰労引当金 154 181

長期預り保証金 868 875

固定負債合計 5,421 4,949

負債合計 13,480 12,161
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金

資本準備金 1,667 1,667

その他資本剰余金 288 288

資本剰余金合計 1,955 1,955

利益剰余金

利益準備金 399 399

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 243 243

別途積立金 13,095 13,095

繰越利益剰余金 3,797 3,866

利益剰余金合計 17,536 17,604

自己株式 △354 △356

株主資本合計 20,737 20,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 500 593

評価・換算差額等合計 500 593

純資産合計 21,237 21,396

負債純資産合計 34,717 33,558
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

完成工事高 47,850 44,806

完成工事原価 ※1, ※3
 44,706

※1, ※3, ※7
 42,302

完成工事総利益 3,144 2,503

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 2,881

※2, ※3
 2,075

営業利益 262 428

営業外収益

受取利息 17 7

有価証券利息 9 19

受取配当金 ※1
 103

※1
 82

受取地代家賃 ※1
 101

※1
 112

その他 41 37

営業外収益合計 273 260

営業外費用

支払利息 31 17

貸倒引当金繰入額 4 14

投資事業組合運用損 10 5

その他 11 0

営業外費用合計 58 38

経常利益 478 650

特別利益

固定資産売却益 － ※4
 127

投資有価証券売却益 132 －

その他 8 7

特別利益合計 141 135

特別損失

固定資産売却損 － ※5
 3

固定資産除却損 ※6
 10

※6
 13

投資有価証券評価損 17 12

特別損失合計 27 29

税引前当期純利益 591 756

法人税、住民税及び事業税 46 36

法人税等調整額 273 312

法人税等合計 319 349

当期純利益 271 406
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 　 7,062 15.8 8,193 19.4

労務費 　 1,434 3.2 1,345 3.2

外注費 　 25,803 57.7 22,317 52.7

経費 　 10,405 23.3 10,445 24.7

(うち人件費) 　 (8,037)(18.0) (8,210)(19.4)

計 　 44,706100.0 42,302100.0

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,600 1,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,600 1,600

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,667 1,667

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,667 1,667

その他資本剰余金

前期末残高 288 288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 288 288

資本剰余金合計

前期末残高 1,955 1,955

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,955 1,955

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 399 399

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 399 399

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 243 243

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 243 243

別途積立金

前期末残高 13,095 13,095

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,095 13,095

繰越利益剰余金

前期末残高 3,932 3,797

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 271 406

当期変動額合計 △134 68

当期末残高 3,797 3,866
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
  至 平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 17,670 17,536

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 271 406

当期変動額合計 △134 68

当期末残高 17,536 17,604

自己株式

前期末残高 △337 △354

当期変動額

自己株式の取得 △16 △2

当期変動額合計 △16 △2

当期末残高 △354 △356

株主資本合計

前期末残高 20,888 20,737

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 271 406

自己株式の取得 △16 △2

当期変動額合計 △151 66

当期末残高 20,737 20,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 1,042 500

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△542 92

当期変動額合計 △542 92

当期末残高 500 593

純資産合計

前期末残高 21,931 21,237

当期変動額

剰余金の配当 △406 △338

当期純利益 271 406

自己株式の取得 △16 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △542 92

当期変動額合計 △694 158

当期末残高 21,237 21,396
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっている。

 

時価のないもの

同左

 
 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法 通常の販売目的で保有するたな卸資産 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　

　評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によって

いる。

　同左

　

未成工事支出金

　個別法

商品

　移動平均法

材料貯蔵品

　総平均法

未成工事支出金

　　　　　　　同左　

商品

　　　　　　　同左　　

材料貯蔵品

　　　　　　　同左

　 　 　
　 （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）を適用

している。　

　これによる損益に与える影響は軽微
である。

　

 
─────────
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除く)

については定額法)によっている。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

ある。

建物　　　　　　８年～50年

構築物　　　　　10年～50年

機械及び装置　　２年～17年

車両運搬具　　　４年～６年

工具、器具　　　　

及び備品　　　　３年～15年

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 
 
 
 
 
 
 

　 無形固定資産

定額法によっている。

なお、主な耐用年数は自社利用のソ

フトウェアの５年である。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

いる。

なお、リース取引会計基準の改正

適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処

理を採用している。

無形固定資産

同左

 
 
リース資産

同左

 

４　引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金

　 売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上している。

同左

　 賞与引当金 賞与引当金

　 従業員の賞与支払に備えるため、支

給見込額に基づき計上している。

同左

　 役員賞与引当金 役員賞与引当金

　 役員の賞与支払に備えるため、支給

見込額に基づき計上している。

同左
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。

また、執行役員については内規に基

づく期末要支給額を計上している。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による均等額を費用処

理している。

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしている。

退職給付引当金

同左

　 　 （会計方針の変更）

　
 

────────

当事業年度から「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その3）（企

業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用している。

なお、従来の方法による割引率と同

一の割引率を使用することとなった

ため、当事業年度の財務諸表に与え

る影響はない。

　 　 　
　 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上している。

 

役員退職慰労引当金

同左

　 ──────── 工事損失引当金

　
 
 

受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることのできる

工事について、損失見込額を計上し

ている。

　 　 　
５　収益及び費用の計上基準 ─────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

　 　 当事業年度に着手した工事契約から

当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事に

ついては、工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準

を適用している。
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前事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当事業年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

　 　 （会計方針の変更）

　 　 請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工事完成基準を適用し

ていたが、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号　平成

19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12

月27日）を当事業年度より適用し、

当事業年度に着手した工事契約か

ら、当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の

進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基

準を適用している。

　これにより当事業年度の完成工事

高及び損益に与える影響は軽微であ

る。

　 　 　
６　長期請負工事の収益計上

基準

 

工事完成基準によっている。 ────────

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　

消費税等の会計処理

税抜方式によっている。
 
 

消費税等の会計処理

　　　　　　同左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（リース取引に関する会計基準） 　
所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていたが、当事業年度から、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。

　なお、リース取引開始日が会計基準の改正適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。

　これによる損益に与える影響は軽微である。

　

　

 

 

 
──────────

　

【表示方法の変更】

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（貸借対照表） 　
財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前事業年度において、「材料貯蔵品」として掲記さ

れたものは、当事業年度から「商品」「材料貯蔵品」

に区分掲記している。なお、前事業年度の「材料貯蔵

品」に含まれる「商品」「材料貯蔵品」は、それぞれ

45百万円、352百万円である。

 

 
──────────

　 　

（損益計算書） 　
前事業年度において独立掲記していた「受取技術

料」（当事業年度は０百万円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、当事業年度においては

営業外収益の「その他」に含めて表示している。

──────────
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

　
前事業年度

（平成21年３月31日）
当事業年度

（平成22年３月31日）

※１ 下記の資産は、短期借入金の一部1,041百万円に対す

る債務の担保に供している。

建物 949百万円

土地 898百万円

　　　計 1,848百万円

 

下記の資産は、短期借入金の一部500百万円に対する

債務の担保に供している。

建物 51百万円

土地 761百万円

　　　計 812百万円

 
※２ このうち、関係会社に対する工事未払金及び買掛金が

合計1,047百万円含まれている。

このうち、関係会社に対する工事未払金及び買掛金が

合計1,085百万円含まれている。
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(損益計算書関係)

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１ 関係会社との間に発生した取引高は次のとおりであ

る。

外注費 6,541百万円

材料費 3,049百万円

受取配当金 11百万円

受取地代家賃 59百万円

 

関係会社との間に発生した取引高は次のとおりであ

る。

外注費 6,274百万円

材料費 3,094百万円

受取配当金 ９百万円

受取地代家賃 59百万円

 
※２ 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりである。

従業員給料手当 895百万円

賞与引当金繰入額 170百万円

役員賞与引当金繰入額 25百万円

退職給付費用 123百万円

役員退職慰労引当金繰入額 39百万円

法定福利費 174百万円

福利厚生費 152百万円

貸倒引当金繰入額 294百万円

減価償却費 173百万円

なお、販売費及び一般管理費の金額のうち一般管理費

の占める割合はおおよそ83％である。

 

販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりである。

従業員給料手当 700百万円

賞与引当金繰入額 62百万円

役員賞与引当金繰入額 25百万円

退職給付費用 80百万円

役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

法定福利費 99百万円

福利厚生費 121百万円

貸倒引当金繰入額 80百万円

減価償却費 112百万円

なお、販売費及び一般管理費の金額のうち一般管理費

の占める割合はおおよそ93％である。

 
※３ 一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は167

百万円である。

　

一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は129

百万円である。

※４ ──────── 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 127百万円

 

※５ ──────── 固定資産売却損の内訳は、次のとおりである。

建物 １百万円

構築物 ０百万円

機械及び装置 １百万円

工具、器具及び備品 ０百万円

計 ３百万円

 

※６ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。 固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

　

建物 １百万円

構築物 ０百万円

機械及び装置 ２百万円

車両運搬具 １百万円

工具、器具及び備品 ４百万円

計 10百万円

　

建物 １百万円

構築物 ０百万円

機械及び装置 ５百万円

車両運搬具 １百万円

工具、器具及び備品 ３百万円

ソフトウェア １百万円

計 13百万円

　
※７ ──────── 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 　 ５百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 535,142 38,655 ― 573,797

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　38,655 株

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 573,797 6,497 ─ 580,294

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりである。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　  6,497株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

ファイナンス・リース取引

  所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース資産の内容

主として、建設事業における建設用車両である。

 

（借主側）

１　リース資産の内容

主として、建設事業における建設用車両である。

 

２　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

２　リース資産の減価償却の方法

同左

 

　 　
リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装

置
1,150 374 776

車両運搬具 43 22 20

合計 1,194 397 797

（借主側）

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装

置
1,150 510 640

車両運搬具 33 25 8

合計 1,184 535 648

 

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 183百万円

１年超 805百万円

合計 988百万円

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 181百万円

１年超 621百万円

合計 802百万円

 

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 183百万円

減価償却費相当額 150百万円

支払利息相当額 45百万円

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相　当

額

支払リース料 181百万円

減価償却費相当額 148百万円

支払利息相当額 38百万円

 

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっている。

５　利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度　(平成21年３月31日) 

　  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

当事業年度　(平成22年３月31日)

　

　（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

日）を適用している。
　

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　
　　 （注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　 （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

(1)子会社株式 234

(2)関連会社株式 31

計 265

これらについては、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものである。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動の部 　
　繰延税金資産 　
　　　賞与引当金否認 266百万円

　　　繰越欠損金 107百万円

　　　その他 61百万円

　繰延税金資産合計 434百万円

　 　
固定の部 　
　繰延税金資産 　
　　　退職給付引当金否認 1,693百万円

　　　貸倒引当金損金
　　　算入限度超過額

147百万円

　　　役員退職慰労引当金否認 61百万円

　　　投資有価証券評価損否認 11百万円

　　　その他 28百万円

　繰延税金資産小計 1,942百万円

　　　評価性引当額 △84百万円

　繰延税金資産合計 1,858百万円

　繰延税金負債 　
　その他有価証券評価差額金 △333百万円

　　固定資産圧縮積立金 △162百万円

　繰延税金負債合計 △496百万円

　繰延税金資産の純額 1,362百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動の部 　
　繰延税金資産 　
　　　賞与引当金否認 237百万円

　　　未払事業税 12百万円

　　　その他 50百万円

　繰延税金資産合計 300百万円

　 　
固定の部 　
　繰延税金資産 　
　　　退職給付引当金否認 1,511百万円

　　　貸倒引当金損金
　　　算入限度超過額

138百万円

　　　役員退職慰労引当金否認 73百万円

　　　投資有価証券評価損否認 11百万円

　　　その他 29百万円

　繰延税金資産小計 1,764百万円

　　　評価性引当額 △83百万円

　繰延税金資産合計 1,681百万円

　繰延税金負債 　
　その他有価証券評価差額金 △402百万円

　　固定資産圧縮積立金 △164百万円

　繰延税金負債合計 △566百万円

　繰延税金資産の純額 1,115百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

5.5％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△3.8％

　住民税均等割等 4.5％

　評価性引当額 10.0％

　その他 △2.5％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

54.1％
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.4％

（調整） 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

3.6％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△2.4％

　住民税均等割等 3.1％

　その他 1.5％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

46.2％
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 941円19銭 948円51銭

１株当たり当期純利益 12円04銭 18円03銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載していない。

　同左

　

（注）算定上の基礎

　　　１．１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 21,237 21,396

普通株式に係る純資産額（百万円） 21,237 21,396

普通株式の発行済株式数（千株） 23,138 23,138

普通株式の自己株式数（千株） 573 580

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

22,564 22,558

　

　　　２．１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 271 406

普通株式に係る当期純利益（百万円） 271 406

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,585 22,562

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

㈱肥後銀行 1,335,000 694

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 2,528 359

日比谷総合設備㈱ 382,591 308

東京海上ホールディングス㈱ 83,225 219

日本電信電話㈱ 54,200 213

住友信託銀行㈱ 388,683 212

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 340 105

九州電力㈱ 50,964 103

西日本システム建設㈱ 281,602 84

㈱みずほフィナンシャルグループ 429,590 79

㈱ふくおかフィナンシャルグループ 192,729 76

コムシスホールディングス㈱ 82,000 74

新日本製鐡㈱ 180,000 66

東武鉄道㈱ 113,300 58

㈱ＴＴＫ 165,610 52

積水ハウス㈱ 55,000 51

㈱ソルコム 205,293 50

㈱アイチコーポレーション 124,124 50

日本精機㈱ 45,000 49

日本電通㈱ 127,000 31

㈱ナカヨ通信機 155,000 31

㈱三井住友フィナンシャルグループ 8,253 25

住友電気工業㈱ 20,000 22

森永乳業㈱ 53,000 19

古河電気工業㈱ 40,000 19

㈱フジクラ 31,581 17

その他27銘柄 358,403 158

計 4,965,016 3,237
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【債券】

　

銘柄 券面総額（円） 貸借対照表計上額(百万円)

（投資有価証券） 　 　

その他有価証券 　 　

㈱みずほ銀行 400 403

野村ホールディングス㈱ 100 101

計 500 505

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

（有価証券） 　 　

その他有価証券 　 　

＜譲渡性預金＞ 　 　

㈱肥後銀行 ― 500

㈱福岡銀行 ─ 150

小計 　 650

（投資有価証券） 　 　

その他有価証券 　 　

＜投資事業組合出資金＞ 　 　

ジャフコ・スーパーＶ３－Ａ号 2 185

＜優先出資証券＞ 　 　

信金中央金庫 200 32

小計 202 217

計 202 867
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 6,321 21 117 6,225 3,296 170 2,929

　構築物 849 2 18 832 673 23 159

　機械及び装置 570 ─ 141 428 403 2 25

　車両運搬具 317 ─ 33 284 267 1 16

　工具、器具及び備品 1,113 28 62 1,079 939 38 140

　土地 6,146 ─ 47 6,099 ─ ─ 6,099

　リース資産 204 ─ ─ 204 48 25 155

　建設仮勘定 0 58 ─ 58 ─ ─ 58

有形固定資産計 15,522 110 420 15,2125,628 262 9,583

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 565 112 5 672 476 52 196

　その他 27 ─ ─ 27 ─ ─ 27

無形固定資産計 593 112 5 700 476 52 224

長期前払費用 6 ─ ─ 6 4 1 1

(注)　繰延資産については、該当事項はない。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 551 158 217 53 439

賞与引当金 665 587 665 ─ 587

役員賞与引当金 25 25 25 ─ 25

工事損失引当金 ― 5 ― ― 5

役員退職慰労引当金 154 28 1 ─ 181

(注)　貸倒引当金の当期減少額の「その他」のうち39百万円は洗替による戻入額、14百万円は回収額である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金及び預金

　

種類 金額(百万円)

現金 9

預金 　

普通預金 1,558

定期預金 600

別段預金 2

計 2,160

合計 2,170

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱九電工 103

興和道路㈱ 28

㈱鴻池組 28

NECネッツエスアイ㈱ 27

ディ．エス．大進工業㈱ 26

その他 186

計 401

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月別 金額(百万円)

平成22年４月 59

　 〃 　５月 102

　 〃 　６月 173

　 〃 　７月 65

　 〃 　８月以降 ─

計 401
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(ハ)完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

西日本電信電話㈱ 7,107

エヌ・ティ・ティ・インフラネット㈱ 1,112

対馬市役所 839

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 745

㈱NTT西日本－九州 321

その他 2,444

計 12,570

　

(b) 滞留状況

平成21年３月期以前計上額 －百万円

平成22年３月期計上額 12,570百万円

計 12,570百万円

　

(ニ)売掛金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱エヌ・ティ・ティ・データ関西 54

㈱キンキ 40

㈱NTT西日本－九州 31

西日本電信電話㈱ 21

㈱エヌジェーケー 21

その他 227

計 395

　

(b) 滞留状況

平成21年３月期以前計上額 －百万円

平成22年３月期計上額 395百万円

計 395百万円
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(ホ)未成工事支出金

　

前期繰越高(百万円) 当期支出額(百万円)
完成工事原価への振替額

(百万円)
期末残高(百万円)

2,702 40,936 42,302 1,337

期末残高の内訳は次のとおりである。

材料費 370百万円

労務費 65百万円

外注費 464百万円

経費 436百万円

(うち人件費) (　　383百万円)

計 1,337百万円

　

(ヘ)商品

　

品名 金額(百万円)

ネットワーク機器関連 35

携帯電話機器関連 6

その他 4

計 46

　

(ト)材料貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

情報通信工事関連材料（電柱） 148

情報通信工事関連材料（その他） 50

その他 18

計 217

　

EDINET提出書類

西部電気工業株式会社(E00184)

有価証券報告書

85/95



②　負債の部

(イ)工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

西部電設㈱ 756

九州通信産業㈱ 217

パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱ 161

九州電話運輸㈱ 78

エム・ティ・エスひかり㈱ 74

その他 3,133

計 4,421

　

(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱レイメイ藤井 66

ダイワボウ情報システム㈱ 39

㈱システムサービス熊本 27

丸紅インフォテック㈱ 26

パナソニックシステムソリューションズジャパン㈱ 19

その他 221

計 400

　

(ハ) 退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 9,764

年金資産 △5,163

未認識過去勤務債務 68

未認識数理計算上の差異 △921

計 3,748

　

(3) 【その他】

該当事項はない。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　  取扱場所
（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

    株主名簿管理人
（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

　　取次所 ─

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額。

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典
株主優待制度（平成22年３月31日現在、1,000株（１単元）以上保有の株主に対し「阿
蘇の名水（2.0ℓ×９本）」ギフト券１枚を贈呈。）
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はない。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第64期(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)平成21年６月24日

　 九州財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成21年６月24日九州財務局長に提出
 

(3) 四半期報告書及び確認書

第65期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月11日

　 九州財務局長に提出

第65期第２四半期（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月13日

　 九州財務局長に提出

第65期第３四半期（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月12日

　 福岡財務支局長に提出

(4) 臨時報告書

平成22年６月29日福岡財務支局長に提出

企業等内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（議決権行使結果）の規定に基

づく臨時報告書である。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月19日

西部電気工業株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　福　　岡　　典　　昭　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている西部電気工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、西部電気工業株式

会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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当監査法人は、西部電気工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月25日

西部電気工業株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　荒　　牧　　秀　　樹　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている西部電気工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、西部電気工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、西部電気工業株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
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当監査法人は、西部電気工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月19日

西部電気工業株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　福　　岡　　典　　昭　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている西部電気工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第64期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、西部電気工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月25日

西部電気工業株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　尾　　政　　治　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　荒　　牧　　秀　　樹　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている西部電気工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第65期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、西部電気工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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